
行政資料 Ｎｏ．６３ 

 

 

 

 

 

 

令和３年経済センサス－活動調査（製造業） 

結果書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務部 行政情報課 

  



 

【 令和３年経済センサス－活動調査（製造業）結果書 】 

 

Ⅰ 調査の概要                                                        １ 

 

Ⅱ 統計表                                                            ６ 

 

第１表   岐阜県市町村別 

…事業所数（全業種）、従業者数（総数・男女）                 ６ 

 

第２表   岐阜県市町村別 

…事業所数（製造業）、従業者数（総数・男女）                 ７ 

 

第３表   岐阜県市町村別 

…事業所数（卸売業・小売業）、従業者数（総数・男女）          ８ 

 

第４表   産業大分類別 

…事業所数（民営）、従業者数（総数・男女）                   ９ 

 

第５表   産業中分類別 

…経営組織別事業所数、従業者数、現金給与総額、  

原材料使用額等、製造品出荷額等、付加価値額            １０ 

 

第６表   製造業（４人以上の事業所）産業中分類別 

…規模別事業所数、従業者数、製造品出荷額等             １２ 

 

第７表   金属製品産業分類別 

…事業所数、製造品出荷額等                            １４ 



- 1 - 
 

 

【 Ⅰ 調査の概要 】 

 

１ 調査の目的 

全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経理項目を同一時点で網羅的に把

握し、我が国における事業所、企業の経済活動を全国的及び地域別に明らかにす

るとともに、事業所及び企業を対象とした各種統計調査の母集団を得ることを目的と

する。 

 

２ 調査日 

   令和３年６月１日 

   なお、「調査事項」のうち、「製造品出荷額等」などの経理事項は、令和２年１年間 

（１月～１２月）の値を把握している。 

 

３ 調査の対象 

   以下に掲げる事業所を除く全国全ての事業所及び企業を対象とする。 

   ・日本標準産業分類大分類 A―農業、林業に属する個人経営の事業所 

   ・日本標準産業分類大分類 B―漁業に属する個人経営の事業所 

   ・日本標準産業分類大分類 N―生活関連サービス業、娯楽業のうち、 

小分類７９２―家事サービス業に属する事業所 

   ・日本標準産業分類大分類 R―サービス業（他に分類されないもの）のうち、 

中分類９６―外国公務に属する事業所 

 

４ 調査事項 

   経営組織、従業者数、事業所の主な事業の内容、売上（収入）金額 など 

 

５ 調査の方法 

調査は「調査員調査」と「直轄調査」の２種類の方法で実施された。 

（１）調査員調査 

  都道府県理事が任命した調査員が事業所に調査票を配布し、インターネットに 

よる回答又は記入済みの調査票を回収する方法により行った。 
 

  総務大臣・経済産業大臣―都道府県知事―市町村長 

―指導員―調査員―調査対象事業所  
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（２）直轄調査 

  国、都道府県及び市が、民間事業者等を活用し、企業の本社などに傘下の事 

業所の調査票を一括で郵送により配布し、インターネットによる回答又は記入済み 

の調査票を回収する方法により行った。 
 

  総務大臣・経済産業大臣―調査対象企業・事業所 

  総務大臣・経済産業大臣―都道府県知事―調査対象企業・事業所 

  総務大臣・経済産業大臣―都道府県知事―市長―調査対象企業・事業所 

 

６ 用語の解説 

（１） 事業所 

  事業所とは、経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の要件を

備えているものをいう。 

・ 一定の場所（１区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われて

いること。 

・ 従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われ

ていること。 

 なお、事業所数に個人経営調査票による調査分を含まない。 

 

（２） 従業者 

  調査日（令和３年６月１日）現在で、当該事業所で働いている人をいう。したがっ

て、当該事業所から他の会社などの別経営の事業所へ出向又は派遣している人

（送出者）、有期雇用者（1か月未満、日々雇用）は含めない。 

一方、他の会社などの別経営の事業所から出向又は派遣されている人（受入者）

は従業者に含まれる。 

 

  ア 有給役員 

    法人、団体の役員（常勤、非常勤は問わない。）で、役員報酬を受けている人を

いう。重役や理事などであっても、事務職員、労務職員を兼ねて一定の職務に就

き、一般職員と同じ給与規則によって給与を受けている人は、「常用雇用者」に含

まれる。 

 

  イ 常用雇用者 

    事業所に常時雇用されている人をいう。期間を定めずに雇用されている人若し

くは１か月以上の期間を定めて雇用されている人をいう。  



- 3 - 
 

（３） 事業所の産業分類 

    事業所の売上（収入）金額や主な事業の種類（原則として 2020 年１年間の収

入額又は販売額の最も多いもの）により、日本標準産業分類（平成 25年 10月改

定）に基づき分類している。 

 

  ア 産業２分類別区分及び産業中分類別名称 

   ・ 軽工業 

食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、繊維工業、木材・木製品製造業、

家具・装備品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、印刷・同関連業、プラスチッ

ク製品製造業、ゴム製品製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業、窯業・土石製品

製造業、情報通信機械器具製造業、その他の製造業 

 

   ・ 重化学工業 

    化学工業、石油製品・石炭製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品

製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製

造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業、輸送用機

械器具製造業 

 

  イ 産業３類型別区分及び産業中分類別名称 

   ・ 基礎素材型産業 

    木材・木製品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、化学工業、石油製品・石

炭製品製造業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業、窯業・土石製品製造

業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業 

 

   ・ 加工組立型産業 

    はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、

電子部品・デバイス・電子回路製造業、電子機械器具製造業、情報通信機械器

具製造業、輸送用機械器具製造業 

 

   ・ 生活関連・その他型産業 

    食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、繊維工業、家具・装備品製造業、

印刷・同関連業、なめし革・同製品・毛皮製造業、その他の製造業  
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（４） 経営組織 

ア 会社 

    法人格を有する団体のうち、株式会社、有限会社、相互会社、合名会社、合資

会社、合同会社及び外国の会社をいう。ここで、外国の会社とは、外国において

設立された法人の支店、営業所などで、会社法（平成 17 年法律第 86 号）の規

定により日本にその事務所などを登記したものをいう。なお、外国人の経営する

会社や外国の資本が経営に参加しているいわゆる外資系の会社は、外国の会

社ではない。 

 

イ 会社以外の法人 

    法人格を有する団体のうち、前述の会社を除く法人をいう。例えば、独立行政

法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、社会福祉

法人、学校法人、医療法人、宗教法人、農（漁）業協同組合、事業協同組合、労

働組合（法人格を持つもの）、共済組合、国民健康保険組合、信用金庫、弁護士

法人などが含まれる。 

 

 （５） 費用 

  ア 現金給与総額 

    人件費（退職金を含む）及び人材派遣会社への支払額 

 

  イ 原材料使用額等 

    原材料使用額 ＋ 燃料使用額 ＋ 電力使用額 ＋ 委託生産費 

＋ 製造等に関連する外注費 ＋ 転売した商品の仕入額 

 

  ウ 製造品出荷額等 

製造品出荷額 ＋ 加工賃収入額 

＋ 製造工程から出たくず及び廃物の出荷額 ＋ 製造業以外の収入額 

 

  エ 付加価値額 

製造品出荷額等 ＋（製造品年末在庫額 － 製造品年初在庫額） 

＋（半製品及び仕掛品年末価額 － 半製品及び仕掛品年初価額） 

－（推計酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税 ＋ 推計消費税額） 

－原材料使用額等 － 減価償却額  
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７ 利用上の注意 

 （１） この調査結果は、市独自に集計したものである。 

 

 （２） 数字の単位未満は、四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない場合が

ある。 

 

 （３） 統計表の符号の用法は次のとおりです。 

    「 ０ 」・・・単位未満（四捨五入後） 

    「－」・・・該当数値なし 

    「△」・・・数値がマイナス 

    「Ｘ」・・・事業所数が１または２に関する数値のため、秘匿した箇所であるが事 

業所数が３以上に関する数値であっても、前後の関係から秘匿の数値 

が判明する箇所も同様に秘匿している。 



【Ⅱ統計表】

第１表　岐阜県市町村別…事業所数（全業種）、従業者数（総数・男女）

事 業 所 数

【 事 業 所 】 総 数 男 女

岐 阜 県 95,150 959,935 514,725 442,064

市 計 82,234 825,194 438,929 383,206

岐 阜 市 20,260 210,664 105,442 104,337

大 垣 市 7,265 83,934 45,642 37,992

高 山 市 6,252 46,279 24,609 21,471

多 治 見 市 4,698 45,534 22,691 22,663

関 市 4,759 47,546 26,257 21,226

中 津 川 市 3,761 37,812 21,407 16,364

美 濃 市 1,245 11,388 6,401 4,987

瑞 浪 市 1,804 15,625 8,171 7,414

羽 島 市 2,813 25,679 13,273 12,322

恵 那 市 2,573 25,184 13,749 11,435

美濃加茂市 2,422 28,322 14,843 13,256

土 岐 市 3,171 26,986 14,190 12,760

各 務 原 市 5,529 66,911 38,595 28,093

可 児 市 3,285 46,480 25,933 20,085

山 県 市 1,362 10,648 5,437 5,211

瑞 穂 市 1,780 18,805 10,203 8,565

飛 騨 市 1,454 11,122 6,420 4,702

本 巣 市 1,412 16,318 8,301 7,747

郡 上 市 2,745 19,948 10,841 9,091

下 呂 市 2,100 15,879 8,651 7,228

海 津 市 1,544 14,130 7,873 6,257

郡 計 12,916 134,741 75,796 58,858

羽 島 郡 2,394 26,499 14,687 11,803

養 老 郡 1,098 11,763 6,547 5,213

不 破 郡 1,227 14,883 8,627 6,255

安 八 郡 1,570 18,171 11,082 7,070

揖 斐 郡 2,700 25,829 13,798 12,021

本 巣 郡 729 6,103 2,572 3,492

加 茂 郡 2,310 22,096 13,198 8,896

可 児 郡 664 8,317 4,639 3,674

大 野 郡 224 1,080 646 434

従 業 者 数 【 人 】
区 分
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第２表　岐阜県市町村別…事業所数（製造業）、従業者数（総数・男女）

事 業 所 数

【 事 業 所 】 総 数 男 女

岐 阜 県 12,133 219,336 148,743 70,586

市 計 10,086 175,759 118,949 56,803

岐 阜 市 1,420 15,187 8,957 6,225

大 垣 市 750 18,430 13,226 5,204

高 山 市 468 6,366 3,870 2,496

多 治 見 市 594 7,233 4,195 3,038

関 市 1,151 18,132 12,083 6,049

中 津 川 市 530 12,406 8,570 3,836

美 濃 市 333 5,282 3,565 1,717

瑞 浪 市 250 3,706 2,453 1,253

羽 島 市 498 4,832 3,135 1,697

恵 那 市 293 7,286 4,766 2,520

美濃加茂市 279 6,984 4,669 2,315

土 岐 市 785 8,402 5,353 3,047

各 務 原 市 816 19,686 15,340 4,346

可 児 市 302 13,886 10,579 3,307

山 県 市 328 3,689 2,083 1,606

瑞 穂 市 209 4,571 3,168 1,403

飛 騨 市 136 3,155 2,208 947

本 巣 市 150 4,855 3,172 1,683

郡 上 市 328 4,416 2,799 1,617

下 呂 市 194 2,864 1,805 1,059

海 津 市 272 4,391 2,953 1,438

郡 計 2,047 43,577 29,794 13,783

羽 島 郡 404 5,141 3,167 1,974

養 老 郡 168 3,611 2,597 1,014

不 破 郡 218 6,218 4,507 1,711

安 八 郡 330 7,945 5,622 2,323

揖 斐 郡 349 7,557 4,956 2,601

本 巣 郡 33 412 211 201

加 茂 郡 447 9,039 6,157 2,882

可 児 郡 87 3,583 2,532 1,051

大 野 郡 11 71 45 26

区 分
従 業 者 数 【 人 】
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第３表　岐阜県市町村別…事業所数（卸売業・小売業）、従業者数（総数・男女）

事 業 所 数

【 事 業 所 】 総 数 男 女

岐 阜 県 21,790 169,149 80,564 87,235

市 計 19,039 148,577 70,648 76,605

岐 阜 市 4,910 42,745 21,665 20,824

大 垣 市 1,761 14,470 6,886 7,434

高 山 市 1,496 8,991 4,546 4,284

多 治 見 市 1,188 9,519 4,627 4,804

関 市 977 6,843 3,196 3,617

中 津 川 市 799 5,940 2,863 3,064

美 濃 市 251 1,443 576 867

瑞 浪 市 420 3,043 1,403 1,626

羽 島 市 595 5,117 2,428 2,672

恵 那 市 565 4,156 1,934 2,222

美濃加茂市 534 4,138 1,931 2,043

土 岐 市 868 6,074 2,953 3,121

各 務 原 市 1,280 11,326 4,780 6,421

可 児 市 694 6,704 2,924 3,749

山 県 市 240 1,656 739 917

瑞 穂 市 367 3,717 1,552 2,154

飛 騨 市 302 1,350 637 713

本 巣 市 357 3,568 1,286 2,033

郡 上 市 582 3,151 1,525 1,611

下 呂 市 465 2,332 1,131 1,201

海 津 市 388 2,294 1,066 1,228

郡 計 2,751 20,572 9,916 10,630

羽 島 郡 600 5,608 3,289 2,319

養 老 郡 274 2,034 936 1,095

不 破 郡 237 1,643 764 879

安 八 郡 288 2,595 1,187 1,408

揖 斐 郡 531 3,235 1,453 1,772

本 巣 郡 180 1,610 642 955

加 茂 郡 455 2,445 1,156 1,289

可 児 郡 145 1,282 438 844

大 野 郡 41 120 51 69

区 分
従 業 者 数 【 人 】
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第４表　産業大分類別…事業所数（民営）、従業者数（総数・男女）

事 業 所 数

【 事 業 所 】 総 数 男 女

総 数 4,720 46,614 25,627 20,924

農 林 ・ 漁 業 33 219 172 47

鉱業・採石業・
砂 利 採 取 業

1 2 1 1

建 設 業 458 2,556 2,019 532

製 造 業 1,151 18,132 12,083 6,049

電 気 ・ ガ ス ・
熱供給・水道業

9 130 104 26

情 報 通 信 業 15 35 25 10

運 輸 業 ・
郵 便 業

67 1,717 1,298 419

卸 売 業 ・
小 売 業

977 6,843 3,196 3,617

金 融 業 ・
保 険 業

48 665 238 427

不 動 産 業 ・
物 品 賃 貸 業

180 602 298 304

学術研究・専門・
技術サービス業

132 536 324 212

宿 泊 業 ・ 飲 食
サ ー ビ ス 業

439 3,118 1,197 1,895

生 活 関 連
サービス業・娯楽業

350 1,634 701 931

教 育 ・
学 習 支 援 業

176 2,729 1,208 1,521

医 療 ・ 福 祉 392 5,640 1,495 4,145

複 合 サ ー ビ ス
事 業

36 621 379 242

サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの）

256 1,435 889 546

区 分
従 業 者 数 【 人 】
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第７表　金属製品産業分類別…事業所数、製造品出荷額等 従業者４人以上の事業所

事 業 所 数

【事業所】

従業者総数

【 人 】

製 造 品
出 荷 額 等
【 万 円 】

付 加 価 値 額
【 万 円 】

24
金 属 製 品 製 造 業
総 計

156 4,178 8,927,653 4,072,748

2421 洋 食 器 3 52 80,091 27,707

2422 機 械 刃 物 4 158 193,447 77,838

2423
利 器 工 匠 具 ・
手 道 具

71 2,006 4,146,658 1,990,687

2429 そ の 他 の 金 物 類 2 19 Ｘ Ｘ

2431
配 管 工 事 用
附 属 品

1 36 Ｘ Ｘ

2432
ガ ス 機 器 ・
石 油 機 器

3 109 182,414 55,318

2441 鉄 骨 5 93 246,868 109,258

2442 建 設 用 金 属 製 品 5 40 107,939 43,829

2446 製 缶 板 金 13 200 402,856 248,271

2452 金 属 プ レ ス 製 品 9 98 145,922 63,710

2461 金 属 製 品 塗 装 4 65 102,494 80,592

2464 電 気 め っ き 8 188 414,485 192,969

2465 金 属 熱 処 理 5 126 168,220 106,891

2469
そ の 他 の
金 属 表 面 処 理

9 157 182,826 105,167

2481
ボ ル ト ・ ナ ッ ト ・

リベット・小ねじ・木ねじ等 11 805 2,475,472 924,991

2492
金 属 製
ス プ リ ン グ

1 4 Ｘ Ｘ

2499
他 に 分 類 さ れ な い

金 属 製 品
2 22 Ｘ Ｘ

区 分
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